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川崎市規則第４１号 



川崎市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

川崎市児童福祉法施行細則（昭和４７年川崎市規則第６２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第７条の１０の次に次の１条を加える。 

 （家庭支援事業の支援提供の措置決定通知） 

第７条の１１ 福祉事務所長は、法第２１条の１８第２項の規定による措置を

とるときは、支援提供措置決定通知書（第１５号の１９様式）により家庭支

援事業を行う者及び本人等に通知しなければならない。 

２ 福祉事務所長は、前項の措置を解除し、停止し又は変更するときは、支援

提供措置決定通知書により家庭支援事業を行う者及び本人等に通知しなけれ

ばならない。 

第１８条の５の見出し中「家庭的保育事業等」の次に「又は乳児等通園支援

事業」を加え、同条第１項中「家庭的保育事業の」を「家庭的保育事業等又は

乳児等通園支援事業の」に、「家庭的保育事業等認可申請書」を「家庭的保育

事業等・乳児等通園支援事業認可申請書」に改め、同条第２項中「家庭的保育

事業等変更届」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業変更届」に改め、

同条第３項中「家庭的保育事業等廃止承認申請書」を「家庭的保育事業等・乳

児等通園支援事業廃止承認申請書」に、「家庭的保育事業等休止承認申請書」

を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業休止承認申請書」に改める。 

第３５条を第３６条とし、第３２条から第３４条までを１条ずつ繰り下げ、

第３１条の次に次の１条を加える。 

第３２条 法第２１条の１８第２項の規定による措置に要する費用は、その全

額を市が負担する。ただし、当該措置に係る支援の継続に支障がないと明ら

かに認められる場合は、市長が別に定めるところにより、当該措置を受けた

者又はその扶養義務者から、法第５６条第２項の規定による徴収を行うこと



ができる。 

 様式目次中 

「 

１５の１８ 

 

廃止・休止・再開届出書 第７条の１０第４項

、第９条の１９第２

項 

                                 」 

を 

「 

１５の１８ 

 

廃止・休止・再開届出書 第７条の１０第４項

、第９条の１９第２

項 

１５の１９

（１）（２） 

支援提供措置決定通知書 第７条の１１第１項 

・第２項 

                                 」 

に、「家庭的保育事業等認可申請書」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援

事業認可申請書」に、「家庭的保育事業等変更届」を「家庭的保育事業等・乳

児等通園支援事業変更届」に、「家庭的保育事業等廃止承認申請書」を「家庭

的保育事業等・乳児等通園支援事業廃止承認申請書」に、「家庭的保育事業等

休止承認申請書」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業休止承認申請書

」に、「第３２条第２項」を「第３３条第２項」に、「第３２条第３項」を「

第３３条第３項」に、「第３３条」を「第３４条」に、「第３４条」を「第３

５条」に改める。 

 第１５号の１８様式の次に次の２様式を加える。 



第１５号の１９様式（１） 

 



第１５号の１９様式（２） 

 



 第３５号の５様式中「家庭的保育事業等認可申請書」を「家庭的保育事業等

・乳児等通園支援事業認可申請書」に改め、「印」を削り、「家庭的保育事業

等の」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業の」に改め、「定 員」の

次に「（余裕活用型乳児等通園支援事業の場合は記載不要）」を加える。 

 第３５号の６様式中「家庭的保育事業等変更届」を「家庭的保育事業等・乳

児等通園支援事業変更届」に改め、「印」を削り、「家庭的保育事業等の」を

「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業の」に改める。 

 第３５号の７様式中「家庭的保育事業等廃止承認申請書」を「家庭的保育事

業等・乳児等通園支援事業廃止承認申請書」に改め、「印」を削り、「家庭的

保育事業等を」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業を」に、「保育を

」を「保育又は乳児等通園支援を」に改める。 

 第３５号の８様式中「家庭的保育事業等休止承認申請書」を「家庭的保育事

業等・乳児等通園支援事業休止承認申請書」に改め、「印」を削り、「家庭的

保育事業等を」を「家庭的保育事業等・乳児等通園支援事業を」に、「保育を

」を「保育又は乳児等通園支援を」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 


